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川崎市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動

法人を定める条例の一部を改正する条例 

 川崎市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人

を定める条例（平成２４年川崎市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

附則第２項中「別表に規定する」を「別表１の項及び２の項に掲げる」に改

める。 

別表を次のように改める。 

別表 

 名   称 主たる事務所の所在地 

１ 
特定非営利活動法人神奈川子ど

も未来ファンド 

横浜市中区新港２丁目２番１号

横浜ワールドポーターズ６階Ｎ

ＰＯスクエア 

２ 
特定非営利活動法人キーパーソ

ン２１ 

川崎市中原区新丸子東２丁目９

０７番地―３０４ 

３ 
特定非営利活動法人スマイルオ

ブキッズ 

横浜市南区六ツ川４丁目１，１

２４番地２ 

 附則第２２項の前の見出し中「固定資産税」を「固定資産税等」に改める。 

附則第２３項中「附則第１５条第１０項」を「附則第１５条第９項」に改め、

附則に次の１項を加える。 

２４ 法附則第１５条第３７項に規定する条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第７項の改正規定及び

次項の規定は、平成２６年１月１日から施行する。 

 （延滞金に関する経過措置） 

２ 改正後の条例（以下「新条例」という。）附則第７項の規定は、延滞金の

うち平成２６年１月１日以後の期間に対応するものについて適用し、同日前

の期間に対応するものについては、なお従前の例による。 

（固定資産税及び都市計画税に関する経過措置） 

３ 新条例附則第２４項の規定は、平成２６年度以後の年度分の固定資産税及

び都市計画税について適用する。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

地方税法の一部改正に伴い、延滞金の割合の特例を見直すこと、固定資産税

及び都市計画税の課税標準の特例を定めること等のため、この条例を制定する

ものである。 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （川崎市市税条例の適用） 

２ 改正後の条例別表３の項に掲げる特定非営利活動法人に対する寄附金につ

いては、川崎市市税条例（昭和２５年川崎市条例第２６号）第２３条の５第

２項の規定は、平成２５年１月１日から適用する。 

 

 

参考資料 

 

   制 定 要 旨 

 

地方税法第３１４条の７第１項第４号に掲げる住民の福祉の増進に寄与する

寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を追加するため、この条例を制定する

ものである。 

 


